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人工股関節全置換術クリニカルパス分析から考える職場復帰支援の可能性
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要旨：【目的】勤労者人口の減少，いわゆる人手不足が社会問題化となる中，入院加療中の勤労者
に対する職場復帰支援は，極めて重要といえる．今回，人工股関節全置換術（以下THA）にて治
療を受けた患者のアウトカム分析から職場復帰支援について示唆を得たので報告する．【対象と方
法】対象は 2010 年 1 月～2011 年 7 月までにTHAのクリニカルパス（以下パス）を使用した 98
名（男性 11 名，女性 87 名，平均年齢 65.5±11.8 歳，前外側進入法）とした．パスを逸脱した者は
除外した．方法は，仕事を持つ患者（以下有職群）と無職の患者（以下無職群）を比較検討した．
【結果】年齢は，有職群が有意に若かった．術前の歩行能力や立位での作業能力は，いずれも有職
群が有意に高かった．術後在院日数は，有意に有職群が短かった．術後病棟内杖歩行自立までの
日数，術後病棟内日常生活動作（以下ADL）自立までの日数は，有職群が有意に短く杖歩行やADL
の獲得が早期であった．【考察】年齢の若い患者は，早期に歩行などの能力レベルが自立し，この
ような患者については，現在の 3週間という期間ではなく 2週間程度の入院期間で入院診療が完
結できる可能性がある．しかしながら，単に入院期間を短縮させるのではなく，歩行などが自立
した後の理学療法プログラムに個別性の高い職場復帰支援を組み込むことで，早期にかつスムー
ズな職場復帰へ繋げることが可能になると考える．

（日職災医誌，63：50─53，2015）
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はじめに

少子化と団塊世代の大量退職に始まった勤労者人口の
減少，いわゆる人手不足は，我が国の社会問題のひとつ
である．仕事を持つ患者は，勤労者人口の減少に伴い，
今後はこれまで以上に早期社会復帰が求められるであろ
う．一方で，これまで重度障害者に対する就労支援の取
り組みは様々な施設でなされてきたものの，一般的なけ
がや疾病で入院診療を受ける患者に対しての職場復帰支
援は個別的対応にとどまり組織的対応を実施する医療機
関はあまりないのではないだろうか１）．このような意味に
おいて，勤労者医療を推進する当院にとって，入院加療
中の勤労者に対する職場復帰支援は，極めて重要な社会
的役割をもち，これまでも当院の取り組みを報告してき
た１）～３）．今回，THAにて治療を受けた患者のアウトカム
分析から職場復帰支援について示唆を得たので，症例を

踏まえて以下に報告する．

対象および方法

対象は，2010 年 1 月～2011 年 7 月までにTHAのパス
を使用した 98 名（男性 11 名，女性 87 名，平均年齢 65.5±
11.8 歳，前外側進入法）とした．パスを逸脱した者は除外
した．入院診療録より，後方視的に調査を行った．本研
究は，当院の学術研究に関する方針ならびにプライバ
シーポリシーを順守して行った．当院のパスは，杖歩行
や階段昇降を獲得し術後 3週で退院としている．方法は，
仕事を持つ患者を「有職群」（27 名，男性 5名，女性 22
名）と無職の患者を「無職群」（71 名，男性 6名，女性 65
名）に分けた．2群間で，年齢，性別，Body Mass Index
（以下 BMI），術前独歩の可否，術前の日本整形外科学会
股関節治療判定基準（以下 JOA）の各項目，術前の
Barthel Index（以下 BI），術後在院日数，術後病棟内杖歩
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表 1　有職群と無職群の比較

有職群（n＝27） 無職群（n＝71） p値

年齢 54.9±10.5 歳 69.5±9.7 歳 0.000
術前独歩の可否 可：16名　否：11名 可：25名　否：46名 0.03
術前 JOA　両側の機能 22.9±5.6 点 19.0±5.7 点 0.002
術前 JOA　歩行能力 10.4±3.9 点  7.7±3.4 点 0.003
術前 JOA　立ち仕事  2.8±1.2 点  2.1±1.2 点 0.01
術後在院日数 22.7±4.1 日 25.1±4.6 日 0.01
術後病棟内杖歩行自立までの日数 12.0±4.0 日 15.2±4.4 日 0.002
術後病棟内ADL自立までの日数 13.8±4.7 日 17.0±4.6 日 0.004

数値は平均値±標準偏差を表示

行自立までの日数，術後病棟内ADL自立までの日数に
ついて比較検討した．統計処理には，χ二乗検定，t検定，
Mann Whitney の U検定を使用し，有意水準は 5％未満
とした．

結 果

有職群と無職群を比較した結果を表 1に示す．年齢は，
有職群は 54.9±10.5 歳，無職群は 69.5±9.7 歳（p＝0.000）
であり，有職群が有意に若かった．術前独歩の可否は，
有職群は独歩が可能だった者 16 名，独歩が不可能だった
者 11 名，無職群は独歩が可能だった者 25 名，独歩が不
可能だった者 46 名（p＝0.03）であり，有職群で術前に独
歩が可能だった者が有意に多かった．術前 JOAの項目で
は，両側の機能（有職群：22.9±5.6 点，無職群：19.0±5.7
点）（p＝0.002），歩行能力（有職群：10.4±3.9 点，無職群：
7.7±3.4 点）（p＝0.003），立ち仕事（有職群：2.8±1.2 点，
無職群：2.1±1.2 点）（p＝0.01）にて，有職群が有意に高値
であった．術後在院日数は，有職群は 22.7±4.1 日，無職
群は 25.1±4.6 日（p＝0.01）であり，有職群が有意に短く，
術後 3週間で退院していた．術後病棟内杖歩行自立まで
の日数（有職群：12.0±4.0 日，無職群：15.2±4.4 日）（p＝
0.002），術後病棟内ADL自立までの日数（有職群：
13.8±4.7 日，無職群：17.0±4.6 日）（p＝0.004）は，有職
群が有意に短く，杖歩行やADLの獲得が早期であった．
性別やBMI，術前 JOAのその他の項目，術前BI は，2
群間において有意な差を認めなかった．

症例紹介

THAパス使用患者で職場復帰支援を行った症例につ
いて紹介する．なお，あらかじめ，患者に症例の提示に
ついて説明し同意を得た．
症例は，50 歳代の女性で，クリニックの看護師である．

術前評価時に「復職調査票」（図 1）にて，職場復帰支援に
ついての希望や職場復帰にあたっての不安などをあらか
じめ把握しておいた．不安に思うことは①独歩やしゃが
み動作が可能になるか ②休憩室が和室であり，正座や
床からの立ち上がり動作が可能になるか ③通勤手段で
ある自動車運転が可能になるかという点であった．

術後の経過はパスに沿って順調に理学療法プログラム
を進めることができ，術後 8日目に杖歩行，14 日目に独
歩が自立となった．独歩が自立となった時点で職場復帰
支援を開始した．術前に把握しておいた不安な点に関し
て担当医に意見を求めたところ，しゃがみ動作は，退院
後 8週目のレントゲンの結果によるということであっ
た．また，患者の不安事項にはなかったものの，患者の
移乗動作介助は 12 週目のレントゲンの結果によるとい
うことも併せて説明を受けた．本症例に対して具体的に
実施した職場復帰支援は以下の通りである．本症例は看
護師であり，勤務時間中長時間独歩で作業する必要があ
り，物品を床に近い高さから取り上げるためのしゃがみ
動作も要求される．そこで，14 日目に独歩が自立した後
はなるべく杖を使用せず長時間独歩を励行するよう指示
した．その結果，長時間違和感なく独歩で過ごすことが
できるようになった．また，注射や点滴などをトレーか
ら落とすことなく移動する練習や，独歩での作業を繰り
返し行うことで，独歩の安定性も向上することができた．
しゃがみ動作，患者の移乗動作介助については，退院後
のレントゲン結果によるため，外来診察時に担当医に開
始時期を確認することや具体的な方法を繰り返し説明
し，不安の軽減を図った．正座や床からの立ち上がり動
作は，休憩室の机を使用し動作が行える方法を繰り返し
練習することでスムーズに可能となった．自動車運転は，
実際の運転練習はできなかったが，車への乗り降りやペ
ダル操作の確認を行い，不安の軽減を図った．これらの
ように約 1週間職場復帰支援を実施し，術後 21 日で自宅
退院となった．また，術後 7週で業務調整をしながらで
はあるが職場へ復帰することができた．後日職場復帰支
援について感想を尋ねると，「教えてもらってよかった，
自信がついた」と言葉を頂くことができた．

考 察

急性期医療機関の在院日数の短縮化傾向は年々進んで
おり，当院も例外ではない．このため様々な疾患におい
て効率的で質の高い医療を提供するようパスを導入して
いる．一般的にパスは，THAなど比較的個別性の少ない
疾患で導入することが多い．しかしながら，そのような
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図 1　復職調査票

疾患であっても仕事を持つ患者の職場復帰という点では
きわめて個別性が高い．痛みの消失・軽減により質の高
い生活を再獲得したTHA術後患者が，更に生活の質向
上を図るためには，早期に，かつスムーズな職場復帰支
援を提供することに他ならない．また，近年の勤労者人
口の減少，いわゆる人手不足が社会問題となっているこ
とも併せて考えると，これまでのパスで組まれた術後リ
ハビリテーションプログラムに加え，患者ごとの職場復
帰支援を組み込むことがこれからのリハビリテーション
を考える上で重要であろう．今回はTHA術後患者のア
ウトカム分析を行うことで，当院での職場復帰支援の可
能性を検討した．
今回のアウトカム分析の結果，仕事を持つ患者は，仕

事を持たない患者と比較して①年齢が比較的若く，②術
前より歩行や立位での作業能力が高く，③術後は早期（2
週間以内）に歩行やADLが自立することが推察された．
このことからこれらの患者は，パスの期間を現在の 3週
間から 2週間に短縮することが可能であるといえる．し
かしながら，我々は職場復帰支援という観点から短縮可
能な 1週間を個別性の高い積極的な職場復帰支援に向け
るべきだと考える．
当院では，独自に開発した「復職調査票」を用いて職

場復帰支援を行うシステムがあり，多くの仕事を持った

患者のスムーズな職場復帰支援に努めている．THA術
後患者にもこのシステムを用いることとした．
具体的な方法としては，「復職調査票」を用いた情報収

集を行う．そしてそれから得られた情報の最大限な利用，
すなわち，担当医への情報提供を行い，特に患者の職場
での具体的な作業姿勢を考慮した「してはいけない動作」
を確認する．更に，患者の職場での具体的な作業を模し
たプログラムの提供を行うというものである．今回，
THAパス使用患者に対し職場での具体的な作業を模し
たプログラムを実施することで，「自信がついた」と感想
を頂くことができた．本症例の職場復帰支援の経験を通
し，仕事を持つ患者が入院中にこのような体験（職場復
帰支援プログラム）を得ることは，職場復帰への不安が
軽減し有用であると考える．
当院でのTHAは，非筋腱切離アプローチである前外

側進入法の導入で以前と比較して脱臼のリスクが大きく
低下し，また，インプラントの進歩による初期固定性の
向上および bone-ingrowth あるいは bone-ongrowth４）に
より経時的に固定性が増加したことである程度の応力な
どにも耐えることが可能となり，術後患者の職場復帰は
これまで以上に十分可能になってきた．これらのことか
らも，職場復帰支援を積極的に行うことで，早期でかつ
スムーズな職場復帰につなげることが可能になると考え
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る．
今後は，症例数を増やし，積極的に職場復帰支援を行っ

ていくことでTHA術後患者の生活の質向上に寄与して
いきたい．

ま と め

THA術後患者のアウトカム分析を行った．仕事を持
つ患者は無職の患者より年齢が若く，術後の歩行やADL
の獲得が早期であり，職場復帰も早期に可能なことが示
唆された．歩行やADLの獲得後は積極的に職場復帰支
援を行い，患者の早期でかつスムーズな職場復帰へ繋げ
ることで，生活の質向上に寄与することが重要であると
考える．
なお，今回の論文において，関係する企業・組織または団体から

の援助は受けていない．
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【Purpose】Reduction of the working population, also called a labor shortage is a social problem, and the
support of returning to work for workers in hospitalization is very important. The result related to the support
of returning to work from the outcome analysis of the patient who underwent the treatment of THA was ob-
tained.
【The subject and methods】Study participants consisted of 98 persons (11 men, 87 women, 65.5±11.8

years old of average age, Anterolateral approach) who used a THA clinical path from January, 2010 to July,
2011. Patients were omitted if their paths were separated. Study participants were divided into the patient
group with work and the unemployed patient group, and compared.
【Results】The patient group with work were younger in age. The capability for walking and the standing

position before an operation for the patient group with work were also higher. However, postoperative hospital
days were intentionally made short for the patient group with work. The amount of days it took for a patient to
walk using crutches after an operation, and the amount of days it took for a patient to independently take part
in daily activities after an operation were intentionally short for the patient group with work, and the time they
were able to walk with crutches or ADL were early.
【Consideration】The younger the patient, skills such as walking start at an earlier stage. These patients

may be able to only be hospitalized for about two weeks instead of three weeks. However, the duration of hospi-
talization should not only be shortened; it should also include the support of a Physical Therapy program after
patients are able to walk independently. This makes it possible for a smooth return to work.

(JJOMT, 63: 50―53, 2015)
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